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特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律 (通称:PRTR法、化管法)

(平成 11年法律第 86号)(平成 27年 8月 11日(基準日)現在のデータ)

e-Gov (法):附 ps://elaws.e-gov.go.jp/d∞ument?1αwid=411ACO∞∞00086 
e-Gov (施行令):https:/ /elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=412COOOOOOOO 1 38_202304O 1_503COOOOOO00288 

(令和3年政令第288号による改正)

e-Gov (施行規則):h廿ps://elaws.e-gov.go.jp/d∞:ument?lawid=41 3M6000 1 fc200 1_2023ο40 1_504M60003FCOOO 1 
(令草114年財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省・防衛省令第 l号による改正)

経溝産業省 HP: h廿ps://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/index.html 

法で「第一種指定化学物質」ヒして定めた物質で年間 0.5トンまたは lトン以上取リ扱う事業者が「第ー種指定化学物質等取扱事業者」として適用され、当該物質

の排出・移動量の報告が義務づけられます。ただし、常時使用する従業員の数が 20人以下であれば法定事業者に該当しません。印刷関連の対象物質は「印刷産業に

おける環境関連法規集(2022年版)Jp135に例示してあります。

この法律では、「第一種指定化学物質J~こ窓口え「第二種指定化学物質J (これらを法律では『指定化学物質等」ヒ定義〉を取リ扱う事業者を「指定化学物質等取扱事業者」ヒ

定義して、指定化学物質を他人に提供する際に sos交付義務を課していますが、印刷産業にはこの業務はないと考えます。
条項 | 条文 | 種類

第|条 I (目的) I 目的
この法律は、環境の保全に係る化学物質の管理に関する国際的協調の動向に配慮しつつ、化学物質に関する科学的知見及び化学

物質の製造、使用その他の取扱いに関する状況を踏まえ、事業者及び国民の理解の下に、特定の化学物質の環境への排出量等の

把握に関する措置並びに事業者による特定の化学物質の性状及び取扱いに関する情報の提供に関する措置等を講ずるこヒによ

リ、事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の保全上の支障を未然に防止することを目的とする。

第 2条第 2項 I(定義等) I 定義
この法律において「第一種指定化学物質」とは、次の各号のいずれかに該当し、かっ、その有する物理的化学的性状、その製造、輸

入、使用文は生成の状況等からみて、相当広範な地域の環境において当該化学物質が継続して存すると認められる化学物質で政

令解胞の注釈 lで定めるものをいう。

一当該化学物質が人の健農を損なうおそれ文は動植物の生息若しくは生育に支障を及ぽすおそれがあるものであるこじ

ニ当該化学物質が前号に該当しない場合には、当該化学物質の自然的作用による化学的変化により容易に生成する化学物質が

同号に該当するものであるこじ

三当該化学物質がオゾン層を破壊し、太陽紫外放射の地表に到達する量を増加させるこヒにより人の健農を損なうおそれがあるも

のである=ヒ.
〈解釈上の注釈 1)施行令第 l条.施行令別表第 lに記哉された 515物質.r印倒産業における環境間違法規集(2022年版)J pl35では印刷関連の対象

物賓として20物質を例示している.
「特定第ー纏指定化学物質」は施行令第4条で22物質が定義されている.r印刷産業における環境関違法規集(2022年版)Jp135で
は印刷関連の対象物質として4物質を例示している.
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第 2条第5項 この法律において「第ー種指定化学物質等取扱事業者」とは、次の各号のいずれかに該当する事業者のうち、政令解駅ょの注駅 2で定 定義

める業種に属する事業を営むものであって当該事業者による第一種指定化学物質の取扱量等を勘案して政令解釈よ町注釈 3で定める

要件に該当するものをL、う。

一第一種指定化学物質の製造の事業を営む者、業として第一種指定化学物質又は第一種指定化学物質を含有する製品であって

政令解釈上の注釈 4で定める要件に該当するもの{以下「第一種指定化学物質等J!::~、うJ を使用する者その他業として第一種指定化学物

質等を取り扱う者

ニ前号に掲げる者以外の者であって、事業活動に伴ゥて付随的に第一種指定化学物質を生成させ、又は排出するごヒが見込まれ

る者
(解釈よの注釈2)施行令第3条.第3号に「製造業』がある.
(解釈よの注釈3)施行令第4条.第 1:噴第 l号イで第一種指定化学物質はr1トン以上」、同号ロで特定第一種指定化学物質はrO.5トン以上』ヒ定められ

ている.さらに、第2号でr常時使用する従業員の数が21人以上であること」ヒ定めている.
〈解釈よの注釈4)施行令第5条.条文は以下のとおり.

法第2条第5項第 l号の政令で定める要件は、当該製品の質量に対するいずれかの第一種指定化学物質量の劃合が 1%以上であり、又は
いずれかの特定第一種指定化学物質量の割合が0.1%以上である製品であって、次の各号のいずれにも該当しないものであるこヒヒする.
一事業者による取扱いの過程において固体以外の状勉にならず、かっ、粉状又は粒状にならない製品
ニ第一種指定化学物質が密封ぎれた状鰭で取り扱われる製品
三主ヒして一般消費者の生活の用に供される製品
四再生資源(資2置の有効な利周の促進に闘す晶法律〈平山崎柿崎明第2条第4項に規定する再生資重量、、ぅ.次条第4号においT同じ.)

{解釈上の注釈)対象事業者については経済産業省 HP(同情:il!!.州'.m副伊~凶icY.Lchemi∞I_manag聞酬IJ側tF叫3.h1ml) 参照.

第 2条第6項 この法律において「指定化学物質等取扱事業者」ヒは、前項各号のいずれかに該当する事業者及び第二種指定化学物質の製造の 定義

事業を営む者、業として第二種指定化学物質文は第二種指定化学物質を含有する製品であって政令解釈ょの注釈 5で定める要件に該

当するもの(以下「第二種指定化学物質等』というJを使用する者その他業として第二種指定化学物質等を取り扱う者をいう.
〈解釈上の注釈5)施行令第6条。条文は以下のヒおリ.

法第2条第6項の政令で定める要件は、当該製品の質量に対するいずれかの第ニ種指定化学物質の質量の割合が 1%以上である製品で
あって、次の各号のいずれにも該当しないものであるとヒどする.
一事業者による取銀いの過程において固体以外の状鯵にならず、かつ、粉状又は粒状にならない製品
ニ第ニ種指定化学物質が密封された状勉で取り扱われる製品
三主として一般消賞者の生活の周に供される製品
四再生資源(資酒の有鋤な利用町促進に関する法律t平副軸柿帽引篇Z条鋪4項に組定する再生資酒をいう.次粂.4号においT開口.)

第4条 (事業者の責務) 一般的責務

指定化学物質等取扱事業者は、第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質が人の健康を損なうおそれがあるものである=ヒ

等第 2条第 2項各号のいずれかに該当するものであるこヒを認識し、かつ、化学物質管理指針に留意して、指定化学物質等の製

造、使用その他の取扱い等に係る管理を行うヒともに、その管理の状況に関する圃民の理解を深めるよう努めなければならない。

第 5条第 l項 (排出量等の把握及び届出) 義務

第一種指定化学物質等取扱事業者は、その事業活動に伴う第一種指定化学物質の排出量(第一種指定化学物質等の製造、使用その他の (罰則無し〉

取扱いの過程において変動する当該第一種指定化学物質の量に基づき算出する方法その他の主務省令解釈ょの注釈6で定める方法により当該事業所において環境
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に排出きれる第一種指定化学物質の量として算出する量をいう.次項及び第q条第 1:項において同じ.)及び移動量(その事業活動に係る廃棄物の処理を当鍍

事業所の外において行うことに伴い当該事業所の外に移動する第一種指定化学物質の量ヒして主務省令解釈よ町注釈7で定める方法によ1)算出する量をいう.1.欠項に

おいて同じ.)を主務省令解釈上の注釈Eで定めるところにより把握しなければならない。

(解釈よの注釈6)施行規則第2条.引用省略.経済産業省HP(附田://'糊NW.meti.g0..jp/凹Iicy/C加m同 1managemenVlαwfpr廿fA附ml)参照.
(解釈ょの注釈明施行規則第3条.引用省略.経済産業省HP(附田://'糊NW.meti.g0..jpl凹Iicy/C隔m同 1managemenVl即 fpr廿fA附ml)参照.
(解釈よの注釈8)施行規則第4条.~I 用省略.経済産業省 HP(附問:ljw.棚~meti.go.jp/policy/c:hemical_managemenぜl刷t附I!!::.同1) 参照.

第 5条第 2項 第ー種指定化学物質等取扱事業者は、主務省令解釈ムの注釈 qで定めるヒころにより、第一種指定化学物質及び事業所ごとに、毎年 義務

度、前項の規定によリ把握ぎれる前年度の第一種指定化学物質の排出量及び移動量に闘し主務省令解釈上の注釈 10で定める事項を (20万円以下の

主務大臣に届け出なければならない。 過料)

(解釈よの注釈明施行規則第5条.毎年度6月30固までに、施行規則様式第 lによる届出書を提出ヒ規定.
(解釈よの注釈 10)施行規則第6条.以下を規定.

一氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名
ニ事業所の名称及び所在地
三事業所において常時使用きれる従業員の数
四事業所において行われる事業が属する業種
五法第 5条第 1l賓の規定により排出量及ぴ移動量を把握した第一種指定化学物質の名称並びに当該第一種指定化学物質に係る第4
条第2号及び第3号に定める区分ごとの排出量及び移動量

第 5条第 3項 前項の規定による届出(次条第 l項の請求に係る第一種指定化学物質に係るものを除<.)は、当該届出に係る事業所の所在地を管轄する都道 義務

府県知事を経由して行わなければならない。この場合において、当該都道府県知事は、当該届出に係る事項に闘し意見を付すこと (罰則無し)

ができる。

第 6条第 l項 (対応化学物質分類名への変更) 権利付与

第一種指定化学物質等取扱事業者は、前条第 2項の規定による届出に係る第一種指定化学物質の使用その他の取扱いに関する (第一種指定化学

情報が秘密として管理されている生産方法その他の事業活動に有用な技術上の情報であって公然ヒ知られていないものに該当す
物質等取扱事業

るものであるヒして、当該第一種指定化学物質の名称に代えて、当該第一種指定化学物質の属する分類のうち主務省令解釈ょの凱 11
者)

で定める分類の名称(以下「対応化学物質分類名」という.)をもって次条第 l項の規定による通知を行うよう主務大臣に請求を行うことが

できる。
(解釈よの注釈 11)施行規則第ワ条.具体的には、施行規則別表〈第7条関係〉で規定.

第 6条第 2項 第ー種指定化学物質等取扱事業者は、前項の請求を行うときは、前条第2項の規定による届出ヒ併せて、主務省令解釈M 注釈 12で定 義務

めると三ろにより、その理由を付して行わなければならない。 (罰則無し〉

〈解釈上の注釈 12)施行規則第8条第 1:項.毎年度6月30日までに、施行規則機式第 lの届出書ヒ併せて、施行規則機式第2による請求書及び当該謂
求書別紙に定める事項についての事実を証する書類を提出して行わなければならないと規定。

第 14条第 l項 (指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報の提供) 義務

指定化学物質等取扱事業者は、指定化学物質等を他の事業者に対し譲渡し、文は提供するときは、その譲渡し、又は提供する時ま (罰則無し)

でに、その譲渡し、又は提供する相手方に対し、当該指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報を文書又は磁気ディスクの交

付その他経清産業省令解釈上の注釈 13で定める方法により提供しなければならない。
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〈解釈よの注釈 13)r指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報の提供の方法等を定める省令」
〈附tps:n蜘嶋.e-gov伊・Jp/d∞I，Ime叶?lawid=412M50α胤 α地01)
経済産業省 HP(h廿阿世相糊.m尉i.go.jp/paiCYl出emi∞I_manageme川llaw/m剖~附ml) 参照.

第 14条第2項 指定化学物質等取扱事業者は、前項の規定により提供した指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報の内容に変更を行う 努力義務

必要が生じたヒきは、速やかに、当該指定化学物質等を譲渡し、又は提供した相手方に対し、変更後の当該指定化学物質等の性状

及び取扱いに閲する情報を文書文は磁気ディスクの交付その他経溝産業省令解釈上旬注釈14で定める方法により提供するよう努めなけ

ればならない.
(解釈よの注釈 14) 「指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報の提供の方法等を定める省令」

〈附tps:n蜘崎.e-gov.9o.Jpld∞I，Ime叶?lawid=412M50α脳 α)401)
経済産業省HP(h廿問:11糊糊.m創i.90必/policvl'出emi伺 1management/law/m剖s/4.附ml)参照.


